
事業概要説明シート

平
成

事務事業名 地域活性化支援センター運営事業

事業開始年度 担当部署 地域振興部　産業振興課

目　　　的
（何のために）

新たな事業の創出を支援するとともに、地域産業の育成及び振興を図ることを目的とする。

対　　　象
（誰・何を対象に）

市内事業者及び起業者

2005(H17）年度

事業内容

地域活性化支援センターは、新たな事業の創出を支援するとともに地域産業の育成及び振興を図るため北
大阪商工会議所に委託して「輝きプラザきらら」において、事業者及び起業者向けのセミナーやＩＴ講習会、
産学公連携フォーラム開催事業、地域産業に関する情報発信をするためのホームページ作成及び管理運
営、事業者・起業者のための研修や会議等の部屋の使用許可業務、専任指導員による経営・創業・ＩＴ等の
相談業務の実施。

根拠法令 枚方市立地域活性化支援センター条例

実施方法
□直営 ■委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：北大阪商工会議所　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

類似事業

事業の必要性
創業支援、事業者にとって有益なセミナーの開催、IT高度化、経営相談などの事業を通して市内産業の活
性化を図るために必要である。

事務事業番号 10303230002
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従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

0.63

1.00

人件費計(A) 8,547 6,751

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

6,393

直接経費(B) 42,749 41,947 43,072

総事業費(A+B) 51,296 48,698 49,465

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金

その他

一般財源 39,888 40,104 35,931

府支出金

受益者負担
(使用料等)

11,408 8,594 13,534

平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

運営業務委託料(40,117)、報償金（114）、消耗品費（239）、修繕費（215）、 41,947

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く) 舞台吊物装置保守点検委託料（149）、静電複写機賃借料（91）、

パソコン機器賃借料（892）、庁用器具費（130）
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単位

① 回

② 回

③

①

②

③

事務事業名 地域活性化支援センター運営事業

事業開始年度 2005(H17）年度 担当部署 地域振興部　産業振興課

活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

セミナー実施回数 121 98 100

相談件数 843 727 800

事務事業番号 10303230002

成果目標
（目標とする成果）

市内産業の育成及び振興を図るため、創業者支援事業、経営相談事業、各種セミナー開催、産学公連携
フォーラム開催等の件数・参加者数の増加。
今後も事業全体の見直しを行い内容の充実を図る。

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続

当事業については、市内事業者の相談支援や市内での起業支援など地域産
業事情に精通している必要があることから、北大阪商工会議所への委託事業と
しているところであり、加えて平成24年度から仕様の見直しと費用削減を行った
ところである。
事業の実施においては、起業希望者の情報収集に取り組むとともに講座・セミ
ナーの参加者にはアンケートを行っており、アンケート結果や、経営相談対応
の内容を踏まえて、利用者の希望するセミナーを実施するなど、事業者の経営
継続に、より有益なものとなるよう事業内容充実を図り、成果目標の達成に向け
た効果的な事業を行っていく。

特記事項

当事業は北大阪商工会議所に随意契約により委託している事業であり、平成23年度にこれまでの事業内容
について精査を行い、平成24年度の仕様の見直しと事業費の削減を行った。
北大阪商工会議所は「商工会議所法」に基づく特別認可法人であり、地域商工業の総合的な改善発達を
図り、併せて社会一般の福祉の増進に貢献することを目的としており、特に地域産業事情に精通しているた
め、本事業の運営を随意契約で委託している。
主な見直し内容：全ての事業における企画段階での市との協議を行う。本市他部署と重複するセミナー等
の整理。事務マニュアル・危機管理マニュアルの整備。ＨＰのリニューアル等。
今後も事業内容についての見直しと、それに伴う事業費の精査を行い、当センターにおける業務目的に
沿った適正な事業の遂行について絶えず検証を行っていく。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

現状のまま継続

平成23年度にこれまでの事業内容について精査を行い、全ての事業における
企画段階での市との協議や本市他部署と重複するセミナーの整理など平成24
年度の仕様の見直しと事業費の削減を行ったところではあるが、地域産業の拠
点として事業者にとって有益な情報を発信し続けられるよう講座参加者、セミ
ナーのアンケート、事業者の相談内容等を参考に事業内容と事業経費につい
て精査し、次年度事業の計画についての検討を行う。更なる業務の充実を図
る。

二次評価結果
（平成24年度）

・成果目標に対する効果が疑問。
・事業者および起業予定者などのニーズと合致しているのか。
・費用対効果を検証すべきである。

事業の例など）

た効果的な事業を行っていく。


